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今回の意見発表について

• 社養協は社会教育関係職員、養成大学の教員によって組織され
ている。

• この間、社会教育職員を養成するカリキュラムや、社会教育施
設や行政と連携した養成・研修について事例研究や調査を積み
重ねてきた。

• 今回の意見発表にあたっては、これまでの研究蓄積と合わせて、
ウェブアンケートにより広く会員に意見聴取を行った上で、意
見をまとめた。
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１．全国社会教育職員養成研
究連絡協議会（社養協） 
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１−１．団体概要

• 創立：1993年6月

• 目的：「社会教育職員の社会的責務とその重要性にかんがみ、全国における社会教育職
員養成に関する情報交換、連絡協議並びに研究活動を推進することによって、社会教育
及び社会教育職員の発展に寄与すること」（社養協規約第2条より）

• 会員：【機関会員】15大学60名 【個人会員】95名 ※2025年12月現在

• 事業：研究大会・定例研究会の開催、紀要『社会教育職員研究』の刊行、社養協通信の
発行等

• 社会教育職員養成の実態調査及び情報交換・連絡協議

• 社会教育職員養成にかかわる理論的研究

• 社会教育職員養成機関における教育課程の研究

• 社会教育職員としての専門性の研究

• 関連機関との連絡協議
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１−２．近年の活動

• 社会教育職員の実践力養成における「実習」を重視した研究活
動と政策提言（2009年度〜）

• 大学養成課程の実態調査

• 自治体における社会教育主事資格の活用に関する調査

• 社会教育実習・職員研修に関する事例研究

• 養成課程修了後の卒業生・実習担当者との交流

• 社会教育主事講習等規定の一部改正に関する意見提出、省令改正説明
会の開催他
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１−２．近年の活動

• 省令改正後の養成課程研究と「社会教育士」称号取得支援
（2018年度〜）

• 社会教育実習を核とした新たなカリキュラム研究

• 養成大学と実習受け入れ現場の連携・協働に関わる研究

• 「社会教育士」称号取得支援に関する研究

• 社会教育職員養成におけるハラスメント防止と倫理確立に関わるアク
ション

• 日本社会教育学会・社養協の共同調査「大学・短期大学における社会
教育主事養成課程に関するアンケート調査」の実施（2024年）
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２．社養協としての立脚点
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1. 現状認識

• 今日の大きく変動している社会状況にあり、また市民のウェルビーイングが実現し

た社会を作っていくためにも、市民は質の高い学習を求めている

• コミュニティのつながりが希薄化している中で、地域のありかたや、市民の活動、

企業の果たす役割などの再編が求められており、今こそ市民が民主主義社会の構成

主体として力を発揮することが求められている

2. 社会教育職員の「専門性」の重視

• そのために、対人支援職従事者として市民の学習を支える職員の存在は不可欠

• その支援には「高度な専門性」が求められるという認識

3. 「実践（実習）と省察のサイクルを基盤にしたカリキュラム」の探究

• 本会では、①と②に立脚して引き続きその「専門性」の内実にせまりながら、

• 養成課程で学ぶ学生や現場職員、また養成課程を担う大学関係者も対象に含めて

「実践（実習）と省察のサイクルを基盤にしたカリキュラム」を探究している
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３ 論点をめぐる見解案
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論点１「社会教育士の養成科目は、社会教育主事の養成
科目の１階部分に含まれることを前提として議論するか
どうか」
• 文科省でのこれまでの「社会教育人材の養成及び活躍促進のあり方」に関する議論では、社会教育
人材部会が、養成課程の修了を「社会教育人材のエントリー条件」とすることを適当としていた。
また社会教育主事については、養成課程修了後の段階的な人材養成を経て任用することが望ましい
ということが方向性の一つとして整理された。

• 社養協では今回提案された二階建のイメージがまだ明確ではないため、二階建を前提に議論するこ
とは難しいと考える。なお、高度な専門職としての社会教育職員の継続的な力量形成を考えること
自体は、非常に重要で、そのことについて会員から切実な声が寄せられている。

• １）養成大学からは、社会教育士・社会教育主事が現場で求められる学びの対人支援職としての力
量の内容や専門性の質保証の観点から考えても、教員養成と同様に、社会教育士・社会教育主事の
養成に際して大学での学修は必須であり、現行の制度の維持を求めるという意見が出された。

• ２）現行の職員に対しては、継続的な力量形成を支える方法論と条件整備が求められている。二階
建てというならば、より専門性を高めるために、大学院（修士課程）での実践研究による現職教育
の実現も提起されている。
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論点１「社会教育士の養成科目は、社会教育主事の養成
科目の１階部分に含まれることを前提として議論するか
どうか」

• 社会教育の裾野を拡大していくためには、養成課程の見直し以前に、称号資格の
活用・評価をめぐる課題が指摘されている。

• １）現在の社会教育職員の専門性の確立と待遇の改善なしに、社会教育士の称号
取得のハードルを下げるようなことになれば、社会教育士という称号の権威を下
げてしまいかねない。そもそも社会教育主事と同様の学修をした人を社会教育士
として認めて称号資格を出すことにしている点に2018年の省令改正に意義があっ
たにも関わらず、称号の権威を一段下げることになりかねない。

• ２）多くの養成機関から、現状でも社会教育士の称号を活かした就職先が極めて
少ないことが指摘され、さらに一段社会的評価が下げられるようなことになれば、
一層出口が不透明になることへの懸念が示された。
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論点２「社会教育主事・社会教育士それぞれの役割や求められる能力に基
づき、特に社会教育士について、首長部局、民間企業、NPOなど様々な分野
での活躍が期待されていることを踏まえ、養成段階における学習内容はど
うあるべきか」

• 2018年省令改正による実習必修化や科目新設以降のカリキュラムの質的な
検証は十分になされているか。地域社会の現実とその検証を踏まえて、養
成段階の内容が検討されるべきではないのか。

• 社会教育士・社会教育主事は立場や活動等の内容に違いはあれ、市民の人
格形成と民主主義社会の構築を目指して学習を支える対人支援職として求
められる専門性の本質は通底していると考える。

• したがって、両者の資格・制度設計上の違いに基づいて「二階建てカリ
キュラム」を構想する前に、そもそも市民の学習をともに支える専門職
（専門人材）として、共通に習得すべき力に関する議論を深めるべきでは
ないか。その際に、現在社会教育士・社会教育主事として活躍されている
方たちのヒアリングは重要であると考える。
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• なお現在養成課程で学修する学生たちは、必ずしも教育学を専門に学んでいたり、社会
教育現場に就職したりする訳ではないが、サークルやボランティア活動などで地域づく
りや、居場所づくり、子ども・若者支援などに関わったり、関心を持つ学生たちもいる。
そのため、養成段階では、社会教育の特徴と合わせて、多様な領域での働きを想定した
学習が行われることが望ましい。

• 社養協は、各地の養成課程の試みの研究と交流を重ねてきた。その中で「実践と省察の
サイクルに基づく力量形成」というアプローチの意義と有効性を確かめるとともに、省
令改正以降も社会教育実習を核としたカリキュラムとその実践について研究交流を重ね、
その意義と課題を探ってきた。

• その蓄積を踏まえて、省察的な実習は養成課程の学生にとってだけではなく、社会教育
や教育などでの現場の経験がない社会教育主事講習の受講者にとっても、より確かな実
践力を獲得するために有効であると考える。 

論点２「社会教育主事・社会教育士それぞれの役割や求められる能力に基
づき、特に社会教育士について、首長部局、民間企業、NPOなど様々な分野
での活躍が期待されていることを踏まえ、養成段階における学習内容はど
うあるべきか 
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論点３「２階建てカリキュラムの科目構成・内容、単位
数、講習受講資格はどうあるべきか。」 

• 提案された二階建ての具体的内容が養成や講習に携わっている関係者に共有されておらず、社養協
としては議論できるところに至っていない。

• ただカリキュラムについては、社養協のこれまでの蓄積を踏まえて、次のような意見を述べたい。

• 社会教育を支える専門職の力量は、知識の加算的な習得によって獲得することはできない。特に、
現代の複雑で予測困難な状況に向かい合い、そこで人々の学びを組織し支援する役割を果たすため
には、実践（実習）を核にした、養成・研修の全体像を描くことが求められていると考える。

• 特に、実習は、養成校と現場を実践を介して結びつけ、学びの連続性を確かなものとしていく核と
なる学習である。実習生の学習の場であり、受け入れ先にとっても学習の場にもなる。合わせて、
実践を評価する方法や視点を掴むために省察が不可欠である。

• これを社会教育士・社会教育主事の資格取得後の研修として、中・長期に渡って往還的に取り組む
ためには、大学が果たす役割は大きい。職場や活動の改革を進めていくための現職研修の制度化、
実践報告・省察、相互評価を支える仕組みを検討すべき時にある。 
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• 現行カリキュラム全体の見直しと検証、特に科目間の「学びの連続
性」に着目しながら実態把握と改善を図るべきではないか。例えば、
必修化された「実習」を核にしたカリキュラムが、具体的にどのよ
うに実現されているか。実習をその中心に据えた場合、他の科目を
どのように配置し、どのように「学びの連続性」を担保していくか。
それを十分に踏まえながら論点３以降の議論を進めないと、現実的
にカリキュラムの実質化は難しいのではないか。

• 以上の学習を充実させていくためには、これ以上単位数を減らすこ
とは妥当ではないと考える。

• また、講習受講者も、養成課程履修者も、この5年間で増えているの
で、負担を減らすために、単位数を減らすことは求められていない
のではないか。

論点３「２階建てカリキュラムの科目構成・内容、単位
数、講習受講資格はどうあるべきか。」 
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